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１ 大規模事業評価

平成１ ９年度の大規模事業評価は，教育・福祉複合施設整備事業について計画評価を行った。

評価にあたっては，行政評価委員会大規模事業評価部会による調査審議及び意見並びに県民意見聴取結果を踏まえて

検討し，その結果，この事業を実施することは適切であると判断した。

県ではこの評価結果を踏まえて事業についてさ らに検討を重ね，平成 １ ９年度の事業内容を決定し ，必要な予算編成を

行った。

その概要については，次表のとおりである。

評価結果の反映状況

事業名 評価結果
平成 １ ９年度 平成 １ ９年度 備考

予算額 (千円 ) 事 業 内 容 （事業実施上の対応・検討状況）

教育・福祉複合施設 行政活動の評価 に関す る 条例施 １３ ， ０ ０ ０ Ｐ Ｆ Ｉ ア ド バ イ 総合教育セン ター (仮称 )， 通信制独立校

整 備 事 業 行規則 （ 平 成 1 4年 度 宮 城県規 則 ザー業務 (仮称 )及び新福祉セン ター (仮称 )の整備に

第 26号 ） 第 17条第 １項に定める基 あた っては ，機能の連携強化 ，施設の共用

準 に 基づ き 評 価 を 行 っ た と こ ろ ， による効率化等を図るこ と と し ， さ らに ，それ

こ の 事業 を実施す る こ と は 適切 と ぞれの役割が し っか り と 果たせ る よ う ， 各施

判断した。 設機能の特殊性などに配慮した整備を進め

るものとする。

施設の設計にあたっては ，利用者実態を

十分に把握し，更なる機能向上が図れるよ う

検討する 。また ，各種事業を展開してい く上

で 、地元 ・ 関係団体等 と連携を図 り なが ら ，

一般県民に開かれた施設となるよ う機能，運

用方法等を検討する。

新築移転後の各施設の跡地利用につい

ては，県庁内での利活用や一般等への売却

等，有効な活用方策を検討する。


